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 ⽶国の対外政策における「エスニック・ロビー」：親イスラエルとキューバ系を中⼼に
 

松本明⽇⾹（⽇本国際問題研究所研究員）
 
 
※本レポートは、平成27年度⽇本国際問題研究所プロジェクト「国際秩序動揺期における⽶中の動勢と⽶中関係」におけるサブ
プロジェクトⅠ.「⽶国の対外政策に影響を与える国内的諸要因」研究会（⽶国研究会）における研究成果の⼀部である。
 
 
はじめに：「エスニック・ロビー」とは 1)

  
 強⼒な「エスニック・ロビー」が背後に存在すると⾔われてきたアメリカの対キューバと対イラン外交にお
いて、このほど⼤きな政策の転換が⾒られた。本コラムでは、これまで「エスニック・ロビー」はどのような
成果を挙げていたのか、そして今回はなぜ同じように機能しなかったのかを検討する。

  少数派のエスニック団体が政治的・社会的に働きかけることを慣⽤的に「エスニック・ロビー」と⾔うが、
議会への実際の「ロビー活動」でくくれる域を超え、働きかける対象は⾏政府、市⺠、有識者、メディアにお
よぶ。ではなぜ、これまで少数派であるエスニック団体が時に外交政策に強⼒な影響を与えることができてき
たのだろうか。その理由は、アメリカの政治システムと、多様な移⺠を受け⼊れてきた多⺠族国家というあり
かたにある。アメリカの政治システムは、⼤統領か議会のどちらかを掌握すれば⼀定の⼒を⾏使可能になって
いる。また、選挙における寄付・献⾦への規制が弱いことも、影響⼒を⾏使しやすい理由のひとつである。特
に、多くの⼈々は無関⼼であるものの、ある少数派にとって重要な特定の問題については、少数派がそこに⼒
を注ぐことで政策に⼤きな影響を与えることができる。多様な移⺠を受け⼊れてきたアメリカには、⺟国を含
めた国際環境に関⼼を強く持つ層がいたが、⽶国⼀般ではどうしても内政に⽐重がよるのである。

  それでは、実際に「エスニック・ロビー」が外交政策へ⼤きなインパクトを与えた特徴的な事例として、第
⼀に中東和平・イラン核交渉と親イスラエル団体、第⼆に反カストロ政権・国交正常化交渉とキューバ系移⺠
について、検証していこう。

  
１． 親イスラエル・ロビーと⽶外交

  アメリカの対イスラエル・対中東外交をみてみると、イスラエルへの経済・軍事援助や準同盟国扱いなどの
特別待遇が特徴的なものとして浮かび上がってくる。もちろんイスラエルの地政学上の重要性や、アメリカと
の価値観の共有なども背景にあるが、それにしてもその待遇は突出している 2)。それを⽀えてきたとされる
「イスラエル・ロビー」の特徴を、ジョン・ミアシャイマー、スティーブン・ウォルト『イスラエル・ロビー
とアメリカの外交政策』（福島隆彦訳、講談社、2007年）を参考にしながらみてみよう。「イスラエル・ロビ
ー」はユダヤ系と親イスラエルの⾮ユダヤ系を含むとされる。ユダヤ系の全体的傾向としては、第⼀に、国内
では少数派であるため政治的代表として選出されるものは⽐較的少数だが、献⾦額が多く政治的影響⼒が強い
ことが挙げられる 3)。第⼆に、ユダヤ系は知識層に属する⼈が多く、政治任⽤される政府⾼官や⼤学、シンク
タンクやジャーナリストなどにも多く⾒られる 4)。第三に、ユダヤ系はメディアや娯楽産業で成功をしている
ものが多く、そのような⼈材を通じて世論への間接的・直接的な影響⼒の⾏使が可能となっている 5)。

  イスラエル・ロビーは単⼀のまとまった団体ではなく、さまざまな団体や個⼈から成るが、基本的にアメリ
カの対イスラエル⽀援を⽀持し、イラン⾰命後のイランを敵視してきている。ユダヤ系団体としては最⼤⼿の
アメリカ・イスラエル公共問題委員会（American Israel Public Affairs Committee：AIPAC）は、豊富な資
⾦⼒とネットワークを⽣かした各⽅⾯への働きかけに定評がある。さらに、核をなしているのはユダヤ系アメ
リカ⼈であるが、⾮ユダヤ系も含み、「⾃由で⺠主的な」価値観に基づく、中新保守主義の団体もある。そし
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て、⾮ユダヤ系グループにもかかわらず、教義の中でユダヤ⼈がイスラエルに帰還する必要があるとして、ア
メリカのイスラエル⽀援を⽀持するキリスト教シオニストのグループもある。これらのグループは基本的に、
アメリカが対イラン制裁を緩めると、イランに資⾦的な余裕が出き、それが核開発に費やされ、結果的にイス
ラエルがイランによる核攻撃の危険にさらされるとみなす傾向にある。

  それにもかかわらず、現オバマ政権はイランの核開発の停⽌と引き換えに経済制裁を緩めるイラン核合意を
実現した。オバマ政権の中東関係政策を実⾏する体制を確認し、さらに、議会においてどのように「イスラエ
ル・ロビー」を回避したのかを分析してみよう 6)。オバマ政権の中東関連のポストを追ってみると、AIPACの
前会⻑が創始した近東研究所の共同設置者であったユダヤ系のデニス・ロス（Dennis Ross）が政権発⾜当時
から中東担当補佐官としてイラン制裁を統括してきたが、2011年に辞任。後任には、イラン⼈の妻を持ち、イ
ラン系アメリカ⼈評議会顧問委員であるジョン・リンバート（John Limbert）が就いている。また、⼤統領特
別補佐官（中東、北アフリカ、湾岸地域担当）は、ユダヤ系にもかかわらずクリントン政権でイスラエル・パ
レスチナ和平交渉に尽⼒したロバート・マリー（Robert Malley）である。リー・ハミルトン（Lee
Hamilton）元下院議員は、⽶イラン関係修復を求めるイラン系アメリカ⼈評議会⻑と親しく、イラン問題での
オバマ⼤統領の相談役として重要な役割を担ってきていた。

  当初、議会内ではイラン核合意への反対が多数派であったため、⼤統領が合意を結んできたとしても、議会
は合意不承認決議を⾏うと予想された。そうなると⼤統領は当然議会の合意不承認決議に対して拒否権を発動
するのだが、さらに議会側が⼤統領の拒否権を覆すためには「両院で3分の2以上」による決議が必要であり、
実質的に、この票数が集まるかどうかが焦点であった。オバマ⼤統領は、核合意が成功しない場合はイランが
核開発を続け、最終的にイスラエルのイランに対する先制攻撃を招き、「イラク戦争の⼆の舞」になるとして
⺠主党系議員の説得にあたり、その結果、合意が議会によって覆されるのを避けることに成功した。この時、
オバマ⼤統領が⽀持を求めたのは、Jストリートなどのリベラル系ユダヤ⼈団体であった。近年、アメリカのイ
スラエル⽀援を⽀持しつつも、「⼆国共存」によるパレスチナ問題解決やイランとの交渉に賛同するリベラル
系のイスラエル・ロビー団体が⽣まれつつあり、このＪストリートもそのような団体の⼀つで、クリントン政
権の対中東政策を⽀えた投資家のジョージ・ソロスが、2008年に創始した政治資⾦団体(PAC)である。

  では、今後対イラン外交はどのように展開していくのだろうか。これに関する各⼤統領候補の⾒解をみてみ
ると、⺠主党のヒラリー・クリントン前国務⻑官は合意を評価している⼀⽅で、ジェブ・ブッシュ元フロリダ
州知事やドナルド・トランプをはじめとする共和党の候補者は、⼀様に合意反対もしくは修正を要求してい
る。⼤統領選挙をめぐって、各イスラエル・ロビー団体が、どのような⾏動をとるのかが注⽬される。

  
２． キューバ系と⽶外交

  アメリカとキューバは、キューバの共産化に伴うキューバ国内のアメリカ資本の国有化以来、50年以上国交
断絶（外交関係遮断）状態にあった。さらに、キューバはアメリカによってテロ⽀援国に指定され、出⼊港禁
⽌を含む、厳しい経済制裁が課せられていた 7)。

  この厳しい対キューバ政策を⽀えてきたと⾔われるのが、キューバ系アメリカ⼈ロビーであり、これらはキ
ューバに近いフロリダ州、次いでニュージャージー州に集中しており、特にこれらの州における選挙に影響を
与えてきた。初期のキューバ系「亡命者」はカストロ政権の共産化によって地位や資産を奪われた富裕層や知
識層が多く、アメリカに亡命後も⽐較的早い段階で⽣活⽔準を⾼めることができたため、資⾦⼒もあった。彼
らを中⼼とするキューバ系団体の中では、共和党系のキューバ系アメリカ⼈財団（Cuban American National
Foundation： CANF）が最⼤規模である。CANFは、対キューバ制裁関連法案であるヘルムズ・バートン法案
の草案作成から関わり、1996年には議会を通過、成⽴させた実績がある。CANFは直接政治献⾦できないが、
関係者が直接、またPACなどを通して間接的に連邦議員、⼤統領候補、政党に政治献⾦することで、制裁強化
⽀持者を⽀援し、反対派を落選させるように取り組んできた 8)。

  ところが、オバマ政権においてこうした流れを断ち切るように、キューバ国交正常化交渉が実を結び、さら
に次の段階として経済制裁撤廃が焦点となっている 9)。これには、さまざまな理由があるが、キューバ系移⺠
と国内世論の変容も⼟台にあると考えられる。近年、アメリカ国⺠世論の対キューバ認識は⼤きく軟化してお



り、フロリダ国際⼤学の世論調査によると、キューバ系移⺠の反カストロ感情でさえ、賛否が拮抗するほどに
まで低下してきている。また、未だ流⼊の続くキューバ移⺠は、現代では経済難⺠的な側⾯もあり、社会福祉
政策に重点を置く⺠主党を⽀持するものが増えている。また、新しい移⺠は⺟国のキューバに対して穏健な⽴
場なものが多く、キューバに対して積極的に関与していく⽅向の政策提⾔などに熱⼼なキューバ・スタディ・
グループ(Cuba Study Group)などの団体が新しく⽴ち上げられている。⼀⽅で、CANFによる献⾦額はヘルム
ズ・バートン法成⽴以降⼤幅減少し、加盟者数も減少してきており、以前より主張も穏健化している。

  ただし、今後、さらなる「完全正常化」のためには、⽶国の対キューバ経済制裁の解除、グアンタナモ海軍
基地の返還、⺠主化条項の撤廃もしくはキューバの⺠主化が必要であるとされるが、こちらは前途多難といえ
る 10)。対キューバ経済制裁を定めたトリチェリ法やヘルムズ・バートン法の改正や撤廃の権限を持つ議会で
は、対キューバ融和策に反対を⽰す共和党が多数を占め、⼤統領選挙に出⾺しているキューバ系移⺠三世の共
和党上院議員マルコ・ルビオを中⼼に、依然としてキューバとの関係性の正常化に反対している。他に⼤統領
選挙候補の中では、マイアミで事業をしており、キューバ系からの⽀持が⾒込める共和党のジェブ・ブッシュ
が正常化に反対、⺠主党のヒラリー・クリントンは賛成しているため、2016年の⼤統領・議会選挙の結果が、
今後のキューバとのさらなる完全正常化の成否に影響するものと⾒込まれる。

  
おわりに

  以上のように、伝統的に強⼒とされた「親イスラエル」と「キューバ系」エスニック・ロビーの内部や外部
の状況に⼀部変容が⾒られることが明らかになった。⼀⽅、オバマ政権のイランとキューバに関する政策変更
は、議会の反対を⼤統領権限で押し切ったところがあり、完全にエスニック・ロビーの影響⼒を脱したとは⾔
い切れない。今後の⼤統領選挙では、エスニック・ロビーの趨勢はひとつの注⽬点となろう。また、今回は紙
⾯の関係で台湾系および中国⼤陸系のエスニック・ロビーについての考察を省いたが、そちらは年度末の別稿
に譲りたい。
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